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最低賃金との比較時に含めない賃金の種類

①精皆勤手当・通勤手当・家族手当

②１か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

③臨時に支払われる賃金（結婚手当など）

④時間外・休日労働及び深夜労働に対する賃金
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最低賃金との比較方法（計算方法）について 

①時間給の場合 時間給≧最低賃金額 

②日給制の場合 日給÷１日の平均所定労働時間≧最低賃金額 

③月給制の場合 月給÷１年間における１か月平均所定労働時間≧最低賃金額 

④出来高給（請負給）の場合 
賃金算定期間（賃金締切期間）に支払われた総額÷その期間に出来高制によ

って労働した総労働時間≧最低賃金額 

①～④が混在 各賃金の１時間あたりを算出し合計した額≧最低賃金額 

 

 

 

  

 

 

 

令和 6年 10 月 1 日からの大阪府最低賃金をお知らせします。 

使用者も、労働者も、必ず確認、最低賃金。（厚生労働省） 
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来年４月から段階的に、男女とも仕事と育児・介護を両立できるように、育児期の柔軟な働き方を

実現するための措置の拡充や介護離職防止のための雇用環境整備、個別周知・意向確認の義務化な

どの改正が行われます。 

事業主の皆さまへ 

育児・介護休業法 改正のポイントのご案内（令和７年４月１日施行分） 
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育児休業法特設サイト 介護休業法特設サイト 

 
 

 

詳しくは、 

『育児・介護休業法特設サイト』へ！ 



 

 

4 

①６５歳までの雇用機会の確保 

②７０歳までの就業機会の確保 

③中高年齢離職者に対する再就職の援助 

④高年齢者雇用に関する届出 

⑤継続される有期雇用労働者の無期転換申込権の特例 

これらを支援する助成金等の制度もあります。詳しくは厚生労働省のＨＰ→ 

 

 

 

 

 

高年齢者雇用安定法は、少子高齢化が急速に進行し人口が減少する中で、経済社会の活力を維持

するため、働く意欲がある誰もが年齢にかかわりなくその能力を十分に発揮できるよう、高年齢

者が活躍できる環境整備を図る法律で、高年齢者の雇用については次のようなルールがあります。 

なかでも「①６５歳までの雇用機会の確保」の実現のため、事業主は、2025 年(令和７年)４月

１日以降、経過措置の終了に伴い、以下に記した３つの措置のいずれかを講じる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、事業主は以下のような高年齢者が働きやすい環境を整えることも望まれています。 

ア 作業設備の改善 

イ 高年齢者の職域の改善 

ウ 短時間勤務等の雇用形態の多様化をはじめとする雇用管理制度の改善 

 

 

 

「高年齢者雇用確保措置」導入までのフローチャート 

～次回の高槻ワーキングニュースは令和７年３月２５日発行予定です～ 

(1)定年制の廃止 

(2)６５歳までの定年の引き上げ 

(3)希望者全員の６５歳までの継続雇用制度の導入 

事業主の皆様へ 

経過措置期間は２０２５年３月３１日までです 
４月１日以降は別の措置により、 
高年齢者雇用確保措置を講じる必要があります 

※高年齢者雇用確保措置 

高年齢者雇用安定法第９条第１項に基づき、定年を６５歳未満に

定めている事業主は、雇用する高年齢者の６５歳までの安定した

雇用を確保するための措置を講じなければなりません。 

※ここで注意したいのは、「65歳定年制」が義務化となったわけでは

ありません。例えば、定年を 65歳未満に定めている企業が、65歳ま

での「継続雇用制度」を設けた場合は、「定年は 60歳のまま希望者の

みを 65歳まで雇用を継続する」ということで、労働者が継続雇用を

希望しなければ、60歳で定年退職をすることもできます。 


